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（単位：千円）

流動資産 3,071,782 流動負債 2,997,310

116,039 300,000

399,391 494,057

526,979 664,438

1,165,628 912,165

609,159 12,740

108,188 163,963

59,887 115,036

70,035 98,197

16,503 34,415

△ 31 144,809

57,487

固定資産 9,298,329 固定負債 5,994,313

749,708 4,287,970

4,942,852 35,657

2,498,336 31,081

1,107,432 1,133,964

投 資 有 価 証 券 608,362 184,467

出 資 金 6,950 147,633

従 業 員 長 期 貸 付金 20,168 173,538

差 入 保 証 金 421,878 8,991,624

長 期 前 払 費 用 11,999

繰 延 税 金 資 産 36,228 株主資本 3,377,595

破 産 更 生 債 権 等 6,000 50,000

そ の 他 800 3,509,778

貸 倒 引 当 金 △ 4,955 3,509,778

△ 182,182

利益準備金 25,000

その他利益剰余金 △ 207,182

繰越利益剰余金 △ 207,182

評価・換算差額等 892

892

3,378,488

12,370,112 12,370,112

貸　借　対　照　表

（2022年3月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

未 払 費 用

未 払 法 人 税

（資産の部） （負債の部）

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

未 収 運 賃
一 年 以 内 返 済

関 係 会 社 長 期 借 入 金

未 収 金 リ ー ス 債 務

短 期 貸 付 金 未 払 金

販 売 用 土 地

そ の 他

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

商 品

前 払 費 用

鉄 道 事 業 固 定 資 産

自 動車 事業 固定 資産 特 別 修 繕 引 当 金

兼 営 事 業 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

関係会社長期借 入金

そ の他 有 価証 券評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

長 期 未 払 金

預 り 保 証 金

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

（純資産の部）

資 本 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

預 り 金

前 受 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

そ の 他

アルピコ交通株式会社 
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個  別  注  記  表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

  市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

  (2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

分譲土地 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

  (3) デリバディブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法を採用しております。

但し、平成10年4月1日以降取得の建物（建物附属設備を除く）及び平成28年4月1日以降に取得した建

物附属設備並びに構築物については、定額法を採用しております。

また、鉄道事業の取替資産については、取替法を採用しております。

主な耐用年数は、次の通りであります。

建物及び構築物　７～60年

機械装置及び工具器具備品　３～14年

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

  (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

  (3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．引当金の計上基準

  (1) 貸倒引当金 債権の貸倒れに備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

  (2) 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備え、支給見込額の当事業年度負担分を計上しております。

  (3) 特別修繕引当金 鉄道事業における全般検査（８年に１回）及び重要部検査（４年に１回）の支払いに備え、当該支払い見

込額の当事業年度負担分を計上しております。

  (4) 役員退職慰労引当金 役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

５．工事負担金等の処理方法 鉄道事業において、地方公共団体等より受ける工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相

当額を、取得した固定資産の取得原価から直接控除して計上しております。

なお、損益計算書においては工事負担金等受入額を補助金等として特別利益に計上するとともに、固

定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

これらの財又はサービスの販売及び提供については、引渡時点において顧客が当該財又はサービ
スに対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、当該時点で交換に受け取

ると見込まれる金額で収益を認識しております。

当社の収益は主に、道路運送法に基づく一般乗合旅客自動車運送事業・一般貸切旅客自動車運
送事業収入、及び鉄道事業法に基づく鉄道事業収入になります。
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６．リース取引の方法 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第

13号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年3月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

７．ヘッジ会計の方法

  (1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジを採用しております。

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 原油スワップ取引

ヘッジ対象 燃料

  (3) ヘッジ方針 当社はデリバディブ管理規程に基づきヘッジ対象に係る価格変動リスクをヘッジすることを目的として

実需の範囲でのみ実施しております。

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っております。

（会計方針の変更に関する注記）

(収益認識に関する会計基準の適用）

(時価算定に関する会計基準の適用）

（株主資本等変動計算書に関する注記）

 １．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 千株

 ２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

 ３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（収益認識に関する注記）

基準日

2022年6月22日

株主総会
普通株式 利益剰余金 77,069

20,252

株式の種類
配当金の総額

（千円）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首より適用し、

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスとして交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと

しております。

これによる、当事業年度に与える影響はありません。

　この結果、当事業年度の営業収益は1,867千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ1,867千円増加して

おります。また、利益剰余金の当期首残高は62,152千円減少しております。

　「時価算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用

し、時価算定会計基準第19号及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに

従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。

　これによる、計算書類に与える影響はありません。

1株当たり

配当額
基準日 効力発生日決議

　収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表（重要な会計方針に関する事項）４. 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3.8円

2021年6月23日

株主総会
普通株式 40,904 2021年6月24日2円 2021年3月31日

効力発生日

2022年6月23日2022年3月31日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額


